
１．　目標と評価規準

２．年間指導計画

学期 月

3

政治や経済の分野と同じように，授業の導入や展開の中で，積極的に国際関係に関
する新聞記事を取り上げ，国際経済や国際政治への興味や関心を抱かせる。

テロ対策特別措置法，イラク復興支援特別措置法，ガイドライン関連法，有事法制関
連3法と7法などを例にとり，冷戦後の自衛隊や日米安全保障条約の役割や機能の
強化を理解させる。

行政国家現象・官僚支配，郵政民営化や特殊法人問題，国会の改革，司法制度改
革，在外邦人選挙権制限に対する違憲判決など，新鮮なテーマや教材を活用するこ
とによって，現代社会への興味や関心を高めるようにする。

新聞記事など、時事
問題を電子黒板で
紹介

教科書：東京書籍『現代社会』　副教材：東京書籍『現代社会ワークノート』、浜島書店『ニュービジョン現社』使用教材等

新聞記事など、時事
問題を電子黒板で
紹介

3
学
期

ともに生きる社会をめざして
労働環境やゴミなどの身近な問題や、先進国と途上国との間の貿易問題などを学
び、広い視野で考察する力を養う。

現代社会の時事的な問題や今日的テーマを意識しながら授業を展開する。センター
試験においてもリード文は時事的な問題であることが多いので，現代社会は「現代」
が大切であることを理解させる。

ＥＵにおける地域的経済統合の特色を，他のＮＡＦＴＡ，ＥＦＴＡ，ＡＳＥＡＮなどの地域
的経済統合と比較しながら理解させる。

ICT利活用主な学習内容

具体的な問題，たとえば悪徳商法などの消費者問題，リストラ・過労死・男女雇用機
会均等法などの労働問題，介護保険・年金問題などの社会保障問題などを，生徒の
生活と結び付けながら説明する。

プラザ合意後の日本経済の歩みを，不良債権問題，金融ビッグバン，財政危機など
の今日的な問題と関連させながら理解させる。

経済の問題を，経済原理や歴史的な説明を中心に教えるのではなく，現代経済の問
題を中心的に教え，その問題の理解を深めるために経済理論や歴史的経緯を活用
するというアプローチの方法をとる。現代を切り口として物事を捉えていくという方法
を身に付けさせる

現代社会の特質や青年期の意義について理解させ，自己形成の課題として問題を
とらえ，主体的にいかに生きるかを考えさせる。

現代社会の特質や青年期の意義について理解させ，自己形成の課題として問題を
とらえ，主体的にいかに生きるかを考えさせる。

新聞記事など、時事
問題を電子黒板で
紹介

公民・「現代社会」
単位数 学習形態 学年

2 2

資料活用の技能
（３０％程度）

知識・理解
（２０％程度）

座学

評価の観点と比重

関心・意欲・態度
（３０％程度）

思考・判断・表現
（２０％程度）

目標

教科・「科目」

現代社会の基本的な問題と人間としての在り方生き方にかかわる事柄や学び方を理解し，その知識を身に付けて
いる。

・現代社会の諸課題について，政治・経済，社会・文化・倫理などさまざまな観点から探求し，時事的な問題を切り口に，現代社会に
対する興味・関心を高める。
・現代社会について多角的な視点から考察させるとともに，現代社会と自己との関わりに注目させ，いかに生きるかを主体的に考え
させる。

1
学
期

第1章　現代の社会生活と青年
現代社会の特質とわたしたちの生
活

変化する日本経済

7

単元・教材名

4

5

現代社会と青年の生き方
よりよく生きることを求めて

第2章　現代の経済と国民福祉
経済のしくみ
政府の経済的役割

6

11

12

政治参加と民主政治

国会・内閣・裁判所

豊かな生活の実現

第3章　日本国憲法と民主政治
民主政治とは
日本国憲法と基本的人権

定期考査
学習状況
提出物等

備考

1

2

第4章　国際社会と人類の課題
国境を越える経済
ボーダーレス化のなかの地域

国際社会の成立と戦後の動き
国際社会の課題

2
学
期

9

10

履修学科、必修・選択の別　等

全学科必履修科目

評　価　規　準

現代社会の基本的な問題にかかわる事柄に対する関心を高め，意欲的に課題を追究するとともに，社会的事象を
総合的に考え，よりよい社会の実現に向けて参加・協力する態度を身に付け，現代社会に生きる人間としての在り
方生き方について自覚を深めようとする。

現代社会の基本的な問題に関わる課題を見いだし，社会的事象の本質や人間としての在り方生き方について広い
角度から考察するとともに，社会の変化やさまざまな立場，考え方をふまえて，公正に判断する。

現代社会の基本的な問題にかかわる事柄に関する諸資料をさまざまなメディアを通して収集し，役立つ情報を主体
的に選択して活用するとともに，追究し考察した過程や結果をさまざまな方法で適切に表現する。

評価の方法

定期考査
学習状況
提出物等

定期考査
学習状況等

学習状況
提出物等


